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衆議院内閣委員会ニュース  

平成 27.7.3 第 189回国会第 17号 

 

7月 3日（金）、第 17回の委員会が開かれました。 

 

１ 内閣の重要政策に関する総合調整等に関する機能の強化のための国家行政組織法等の一部を改正する法律案（内閣提

出第 54号） 

・池内さおり君（共産）が討論を行いました。 

・採決を行った結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

（賛成－自民、民主、維新、公明 反対―共産） 

・亀岡偉民君外３名（自民、民主、維新、公明）から提出された附帯決議案について、泉健太君（民主）から趣旨説明

を聴取しました。 

・採決を行った結果、賛成多数をもってこれを付することに決しました。 

（賛成－自民、民主、維新、公明 反対―共産） 

 

２ 国会議事堂、内閣総理大臣官邸その他の国の重要な施設等及び外国公館等の周辺地域の上空における小型無人機の飛

行の禁止に関する法律案（古屋圭司君外５名提出、衆法第 24号） 

・提出者古屋圭司君（自民）から提案理由の説明を聴取しました。 

 

３ 内閣の重要政策に関する件、公務員の制度及び給与並びに行政機構に関する件、栄典及び公式制度に関する件、男女

共同参画社会の形成の促進に関する件、国民生活の安定及び向上に関する件及び警察に関する件 

・菅内閣官房長官、山谷国家公安委員会委員長、山口国務大臣、甘利国務大臣、有村国務大臣、赤澤内閣府副大臣、

平内閣府副大臣、西村康稔内閣府副大臣、北川国土交通副大臣、小泉内閣府大臣政務官、橋本厚生労働大臣政務官

及び政府参考人に対し質疑を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容）

津 村 啓 介君（民主） 

・我が国のＧＤＰの速報値が、先進諸国と比べて公表時期

が遅いとともに、確報値との乖離が大きいことについて、

甘利国務大臣の見解を伺いたい。 

・国民経済計算に関する新たな国際基準である 2008ＳＮＡ

への改定作業が遅れている理由は何か、西村内閣府副大

臣の見解を伺いたい。 

・ＧＤＰをはじめとする国民経済に関する統計は、国の政

治経済上の重要な判断材料となることを踏まえ、当該部

門に係る人員・予算を拡充していく必要があると考える

が、来年度予算の概算要求に向けての甘利国務大臣の見

解を伺いたい。 

 

池 内 さおり君（共産） 

・社会保障・税番号制度の導入に伴い、地方公共団体では

システム改修が行われていると承知しているが、その取

組状況について、総務省と厚生労働省に伺いたい。 

・地方公共団体における特定個人情報保護評価の実施に向

けての取組状況について、政府に伺いたい。 

・高齢者向けマンションや有料老人ホームで、入居者に対

する虐待事案等が問題となっていることを踏まえ、当該

施設の運営実態を調査する必要があるのではないか、橋

本厚生労働大臣政務官の見解を伺いたい。 

 

升 田 世喜男君（維新） 

・地方分権の推進は、中央集権の弊害を是正することと考

えるが、国の行政機関の地方移転に関する取組状況及び

課題について、平内閣府副大臣の見解を伺いたい。 

・地方自治体への権限移譲政策については、財源の移譲と

セットで進めるべきものと考えるが、現在の取組状況と

今後の方針を平内閣府副大臣に伺いたい。 

・竹下政権下の「ふるさと創生事業」と現在の地方創生事

業との相違点について、平内閣府副大臣に伺いたい。 

 

 



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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泉   健 太君（民主） 

・東海道新幹線で発生した車両火災事件について、山谷国

家公安委員会委員長及び北川国土交通副大臣の見解を伺

いたい。 

・埼玉県所沢市における出産した母親が育児休業に入った

場合、保育所に通う０～２歳児を退所させる方針につい

て、子ども・子育て支援新制度においてこのような事例

を想定していたか、また、この事例に対する評価を有村

国務大臣に伺いたい。 

・地方創生の観点から行われている政府関係機関の地方移

転に係る道府県等の提案募集について、移転の実現に対

する菅内閣官房長官の決意を伺いたい。 

 

 

高 井  崇 志君（維新） 

・マイナンバー制度の導入に当たり、地方自治体のネット

ワークも含めたサイバーセキュリティを内閣サイバーセ

キュリティセンター（ＮＩＳＣ）が前面に出て担当すべ

きと考えるが、菅内閣官房長官の見解を伺いたい。 

・国及び地方の情報システムの効率化及びコストダウンの

実現のために、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略

本部の事務局に人員と予算を集約する必要があると考え

るが、山口国務大臣の見解を伺いたい。 

・第 47回衆議院議員総選挙で自由民主党の公約にも掲げら

れたゆうちょ銀行及びかんぽ生命の限度額の見直しにつ

いて、菅内閣官房長官の見解を伺いたい。 

 

 


